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大学に制定されていた。また、環境マネジメントシステム

の構築として私立大学もISO14001 認証取得に熱心を持っ

ていることがわかった。一方、環境会計情報注４）は大学の

資金を効率的に使用して効果的な環境活動を目指すため

に必要とするが、現時点では実施している大学が少ない。

よい例として千葉大学が挙げられる。また、私立大学は国

立大学と比較すると環境マネジメント体制や方針策定に

不足があり、情報公開も遅れていることがわかった。 

表１ 大学の環境方針および環境マネジメント体制 

平成 17 年の省エネ法注１）の改正により、エネルギー使用

原単位を対前年度比で1％削減するよう努力義務が課され、

多くの大学が地球温暖化防止に向けた独自の取組を進め

てきた。さらに、昨年 5 月に省エネ法の改正による義務付

けの対象範囲が広がった。また、京都議定書の第一約束期

間注２）を迎え、CO2削減目標の達成に向けてスタートしたこ

とにより、これらの活動が強化される可能性が大きい。そ

こで本研究では、全国の大学での環境マネジメント体制お

よびそれにより得られた環境負荷低減の効果、今後の目標

設定と取り組みについて調査・分析を行う。 

２．調査概要 

全国の国立大学 44 校と私立大学 6 校注３）を対象とし、各

大学の環境報告書を基づき、環境マネジメント体制、2006

年度から 2008 年度のCO2、エネルギー、水、そして今後の

目標設定と取り組みについて調査した。 

３．調査結果 ４．効果と考察 

ほとんどの大学の環境マネジメントは総長・学長をトッ

プに環境関係委員会および部署が行っている。環境方針な

どの調査概要を表１に示す。「環境教育・研究の実践・人

材育成」、「法律・法規の遵守」、「環境負荷の低減・温

暖化防止」、「地域連携・社会貢献」という方針が多くの 

各大学のマネジメントにより得られた効果の一部とし

て、図 1～4 に示すように各大学のCO2排出量、水消費量か

ら分析した。推移図は平成 20 年度対前年度比の高い順に

並べる。 

図 1 と図 2 は各大学の 3 年間総CO2排出量と単位面積あ 
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表２ CO2削減の目標設定 
たりのCO2排出量の推移について示す。総量として旧帝大が

いずれも上位を占めていた。推移量からみると総量も原単

位もまた増加傾向にある大学は多く、一層省CO2の努力が必

要だと思われる。エネルギー構成について重油の使用量が

減少傾向にあり、電気・ガスの使用量が増加傾向にある。

また、エネルギー消費量の増加要因として増・改築や気候

変動、情報設備の増加などが考えられる。 

CO2削減目標 大学名

原単位1%削減 九州大学、関西大学、岐阜大学、神戸大学、山口大学
原単位2%削減 東北大学、京都大学、筑波大学、宮崎大学
原単位3%削減 東京工業大学すずかけ台キャンパス

総量1%削減
九州大学、岩手大学、埼玉大学、横浜国立大学、愛媛
大学、鹿児島大学

総量の削減
東京大学（2012年度に2006年比15%削減（非実験系）、
2030年度に50%削減）、東京工業大学大岡山キャンパ
ス（2010年度に温室効果ガス排出量を16,550tに）

基準年比の削減
名古屋大学（H18比原単位3%削減)、徳島大学（H22ま
でH16に対し10%削減）、鳥取大学（H24までにH16比8%
削減）、早稲田大学（H24までH20から5000ｔ削減）

中長期計画
（H20～H24）

弘前大学（温室効果ガス全体をH16比6%削減）、香川
大学（H19比原単位5%削減）、宮崎大学（H17比原単位
6%削減）、山口大学（1990年比6%削減）

H20以降未設定 長崎大学、大分大学、佐賀大学、琉球大学

目標設定なし
宇都宮大学、富山大学、信州大学、東京工業大学田町
キャンパス、名古屋工業大学、九州工業大学、慶應義
塾、京都精華大学、沖縄大学

 図 3 と図 4 は平成 20 年度の水使用総量と一人当たりの

水使用量の推移である。地下水を利用している大学が多く、

コストの削減に努めている。福島大学では上水の半分を中

水として利用しており、水を効率よく利用している。また、

水使用量は年々減少傾向にあり、節水の効果が大きいと考

えられる。大学間の水使用量の原単位に大きな差が生ずる

原因として実験用水注５）が考えられる。 
５．今後の目標設定および取り組み 

 温暖化防止への目標設定について表 2 に示す。例えば東

京大学は高い目標値を掲げている。ハード面の取り組みに

ついて図 4 に示すように熱源に関するものが最も多く、特 

大学名 取り組み 配分方法

東京大学 促進費注6） 全学共通

名古屋大学 資金貸与制度注7） 全学共通

京都大学 環境賦課金制度注8） 積立部局

神戸大学 課金制度注9） 専攻ごと

愛媛大学 経費の配分注10） 達成した部局

表３ 新しい制度の導入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
６．まとめ 

今回の調査により、各大学の環境マネジメント及びそれ

対策の効果が大きいと認められるが、省エネ・省CO2に関し

て現行対策では目標達成が困難であると思われる。今後の

取り組みとして熱源転換や環境配慮の意識変化による効

果が期待されている。 

 
 
注１）地球温暖化対策推進法 注２）2009 年 11 月末まで、2008 年度

環境報告書を公表した国立大学と主要私立大学。ただし、比較する際

にデータ不明の大学を省いた 注３）2008-2012 年の 5 年間で温室効

果ガス排出量を対 1990年比 6%削減 注４）環境保全活動のコストと省

エネ効果を定量的に把握するための手法 注５）立命館大学の文・理

系キャンパスのデータから推測 注６）各部局の光熱水費用の 4%を促

進費として徴収、設備更新支援に活用される制度 注７）各部局が電

力・ガス・水の消費量に一定の単価を乗じた賦課金を拠出し、省エネ

対策に充てる制度 注８）「地下水浄化サービス事業」実施に伴う節

減した経費を一度に省エネ設備の導入経費が確保できない研究室に資

金を貸与する制度 注９）専攻ごとに課金し、省エネをした分だけ研

究費が増える制度 注１０）一定の経費を、電力使用量で前年度比 1%

以上の節約を達成した部局等に対して配分する制度 

に熱源設備を A 重油から EHP・

GHP への更新が多く見られた。ま

た、ソフト面は表 3 に示すように

省エネの意識を変化させるため、

新しい制度の導入が挙げられる。
熱源
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図４ CO2削減への取組 
参考文献・ウェブサイト １）各大学環境報告書、2006 年度・2007

年度・2008 年度 ２）各大学概要 ３）環境省：地球温暖化対策推進

法に基づく温室ガス排出量算定・報告・公表制度による平成 19 年度温

室効果ガス排出量の集計結果、平成 21 年 4 月 3日 ４）東大 TSCP 室：

東大サステイナブルキャンパスプロジェクトについて ６）財団法人

日本適合性認定協会 http://www.jab.or.jp による環境負荷低減の効果を把握することができた。節水
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